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場合、家庭や市民社会秩序（families and civil society organizations）は、『私的
（102） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 24.

























（103） 　Id. at 25.
（104） 　Jonathan Quong, Brettschneider Reading Group: Introduction and Chapter1, http://
publicreason.net/2012/11/12/brettschneider-reading-group-introduction-and-chapter-1/ (2012).














範的アプローチ（more nuanced normative approach）の必要性を論証している」（110）
と指摘し、空間的メタファーに取って代わる概念として「公的に正当化され








（106） 　See Id. at 28.
（107） 　Id. at 51.
（108） 　See Id. at 28-29, 51-52. また、カナダの事例については、see Bruce Owen, Swastika 
children made Crown wards, National Post (February 12, 2010), Director of Child and Family 
Services v. D. M. P. et al., 2010 MBQB 32.
（109） 　Id. at 29.
（110） 　Id.



















ライバシーについても論じている。See COREY BRETTSCHNEIDER, DEMOCRATIC RIGHTS: 
THE SUBSTANCE OF SELF-GOVERNMENT ch.3 (Princeton University Press 2007). Brettschneider
の権利としてのプライバシー論に対する評釈として、see Loren King, A Democratic Right 
to Privacy: Political or Perfectionist? , 47, NO. 1 REPRESENTATION 29 (2011). さらに ､この
評釈に対する応答として ､ see Corey Brettschneider, Defending the Value Theory of 
Democracy: A Response to Six Critics, 47, NO. 1 REPRESENTATION 77-79 (2011).
（112） 　拙稿「ヘイト・スピーチに対する非強制的施策に関する原理的考察（一）――Corey 
Brettschneiderの価値民主主義（Value Democracy）論と民主的説得（Democratic 



























Brettschneiderの Rawls理解の詳細については、see Corey Brettschneider, The Politics of 
the Personal: A Liberal Approach, 101, NO. 1 AMERICAN POLITICAL SCIENCE REVIEW 19 
(2007)．
（114） 　花形恵梨子「政治的リベラリズムとは何か」哲学 134 集（2015 年）203 頁。この点
に つ き、see JOHN RAWLS, POLITICAL LIBERALISM: EXPANDED EDITION 16 (Columbia 
University Press, 2005).
（115） 　同上 203 － 204 頁〔本文中の注釈は省略〕。また、see id. at 11-14, 175.
























（116） 　同上 204 頁。
（117） 　同上。
（118） 　RAWLS, supra note 114, at 37.
（119） 　花形・前掲注（114）205 頁。




















（121） 　Id. (citation omitted). ここで挙げられている Rawlsの用語の出典として、see John 
Rawls, Justice as Fairness: Political Not Metaphysical, 14, NO. 3 PHIL. & PUB. AFF. 223 
(1985).
（122） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 30-31.




これらの諸判例に関する詳細な分析は今後の課題としたい。see Id. at 31-34; Brown v. 
Board of Education, 347 U.S. 483 (1954); Lawrence v. Texas, 539 U.S. 558 (2003); Romer v. 
Evans, 517 U.S. 620 (1996).  
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徳的人格が有する二つの基本的能力の観念を援用している点が注目される。
二つの基本的能力とは、「正義感覚を有する能力（capacity for a sense of 








































（125） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 35.
（126） 　Id.
（127） 　Corey Brettschneider, Value Democracy as the Basis for Viewpoint Neutrality: A Theory of 
Free Speech and Its Implications for the State Speech and Limited Public Forum Doctrines, 107 
NW. U. L. REV. 606 (2013).
（128） 　ここで、Brettschneiderが「Rawlsと同様に、私は『自律』という概念を（人生の全
領域に適用される）包括的教説ではなく政治的価値の意味で用いている」とわざわざ































（129） 　see id. at 35-36. ここで Brettschneiderは、宗教的教義に基づく平等概念の例として、
ROBERT D. PUTNAM & DAVID E. CAMPBELL, AMERICAN GRACE: HOW RELIGION DIVIDES 
AND UNITES US (Simon & Schuster, 2010) を挙げている。
（130） 　ただし、本文のように主張してもなお、Brettschneiderの議論が政治的リベラリズム
の立場に留まっているかについては異論がある。see Abner S. Greene, State Speech and 
Political Liberalism, 29 CONST. COMMENT. 421 (2013). 

























Brettschneiderは前著で詳細に論じている。see BRETTSCHNEIDER, supra note 111. 司法審
査と民主主義の問題については、さしあたり、松井茂記『司法審査と民主主義』（有斐
閣、1991 年）参照。
（135） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 38.
（136） 　Id.
（137） 　Id. at 39. 


















（139） 　See id. at 42. また、「理に適った不一致」という概念については、see AMY GUTMANN 
& DENNISTHOMPSON, DEMOCRACY AND DISAGREEMENT (Harvard University Press, 1996). 関
連して、「理に適った不一致」という概念との関係で司法審査と民主主義の問題を論じ
る業績として、平地秀哉「『理にかなった多元性』と司法審査――『原理』の決定にお
ける『多数決主義という難点』――」早稲田法学 78 巻４号（2003 年）153 頁以下参照。
（140） 　Id. at 39 (citation omitted). なお、「正しい理由のための安定性」という概念については、


























（141） 　Id. at 40. 





















（144） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 41.
（145） 　日本医師会によれば、「タスキギー梅毒研究」とは、「米国アラバマ州タスキギーに









President William Jefferson Clinton, Remarks by the President in Apology for Study Done in 






























（146） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 41 (citation omitted).
（147） 　Id. at 42.
（148） 　Id. 
















かつ平等な市民としての地位の理念を自身の信条及び慣行体系（their own set 








（149） 　Id. at 21. 

























きたい。Katharine Gelber と Frank Michelmanが適切に指摘しているように、
Brettschneiderが主張している「義務」は法的なものではなく道徳的なもので
（151） 　Id. at 21.
（152） 　ヘイト・スピーチ対策として、刑事規制には反対しながら、対抗言論を促進する政
策をとるべきだと主張する論者として Katharine Gelberがいる。See KATHARINE GELBER, 
SPEAKING BACK: THE FREE SPEECH VERSUS HATE SPEECH DEBATE (John Benjamins Ltd, 
2002). 
（153） 　なお、私人による民主的説得の代表例として、Brettschneiderは、Martin Luther King 
Jr.を挙げている。 See BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 5.
（154） 　Id. at 21 (emphasis added).







いこと（a state's failure to speak）を裁判所は常に（ever）憲法違反とみなすべき」
だという言及が見られないこと、「むしろ、Brettschneiderが国家の義務（state's 
obligation）に言及するとき、彼は道徳的若しくは倫理的責任による高次の義
務感（higher calling of moral or ethical responsibility）を考えている（has in 








（155） 　Katharine Gelber, Book Reviews, 124 No. 1 ETHICS 179 (2013). 
（156） 　Frank I. Michelman, Legitimacy and Autonomy: Value of the Speaking State, 79 BROOK. L. 
REV. 988 (2014) (citation omitted). 関連して、Michelmanの保護義務論について検討した
業績として、松村芳明「共和主義と憲法文化――憲法愛国主義論の検討を端緒として――」
専修法学論集 123 号（2015 年）283 頁以下、松村芳明「国家の保護義務と比較衡量――
フランク・マイクルマンの『アメリカ合衆国における保護義務』論を端緒として――」
聖学院大学論叢 23 巻１号（2010 年）121 頁以下、松村芳明「アメリカ合衆国における
保護義務論とその含意――フランク・マイクルマンの議論を中心として――」憲法理論
研究会編『憲法学の最先端』（敬文堂、2009 年）69 頁以下参照。
（157） 　Brettschneiderは” obligation” と” duty” を互換的に用いているようである。この点を

























（158） 　例外的に反省的修正に着目する書評として、see Gelber, supra note 155.
（159） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 60.
（160） 　Id.
（161） 　Id.





















































（164） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 73-74.
（165） 　Id. at 74.
（166） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 75.

























（167） 　Id. at 76.
（168） 　Id (citation omitted).
























（170） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 87.
（171） 　Id. at 84; see Charles LawrenceⅢ , If He Hollers Let Him Go: Racist Speech on Campus in 
WORDS THAT WOUND: CRITICAL RACE THEORY, ASSAULTIVE SPEECH, AND THE FIRST 
AMENDMENT (ed. Mari J. Matsuda, Charles R. LawrenceⅢ , Richard Delgado, & Kimberle 
Williams Crenshaw) 53 (Westview Press, 1993).
（172） 　Id. at 88 (citation omitted); see generally Robert Nozick, Coercion in SOCRATIC PUZZLES 15 
(Harvard University Press, 1997).



















（173） 　Corey Brettschneider, Free Speech as an Inverted Right and Democratic Persuasion in 
PHILOSOPHICAL FOUNDATIONS OF HUMAN RIGHTS 372 (ed. Rowan Cruft, S. Matthew Liao & 






が規範的な基準を用いている」と述べている。see id. at 372-373. 「強制」の道徳的概念
については、see ALAN WERTHEIMER, COERCION (Princeton University Press, 1990).



























See id. at 186 note35; Simone Chambers, Rhetoric and the Public Sphere: Has Deliberative 
Democracy Abandoned Mass Democracy? , 37, NO. 3 POLITICAL THEORY 323 (2009). また、
Brettschneiderの議論をレトリック論の観点から補足することを目的とした評釈として、
see Josiah Ober, Democratic Rhetoric: How Should the State Speak? , 79 BROOK. L. REV. 1015 
(2014).
























（178） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 44.
（179） 　Id.
（180） 　See LON L. FULLER, THE MORALITY OF LAW 39 (Yale University Press, 1964).
（181） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 44.

























（183） 　Id. at 82. 連邦最高裁がこのような役割を果たしていた例として、see Snyder v. Phelps, 
562 U.S. 443 (2011).
（184） 　Id.
（185） 　Id. at 89.



























（189） 　See id. この点、理に適った不一致が存在する場合でも政府言論は認められるべきだ



























（192） 　See Mark Graber, Rules for the State that Never Shuts Up, https://concurringopinions.com/
archives/2013/04/rules-for-the-state-that-never-shuts-up.html (2013).
（193） 　蟻川恒正「プロト・ディシプリンとしての読むこと　憲法［第 10 回］論点解説『政
府の言論』」法学セミナー 674 号（2011 年）64 頁。
















































（198） 　Brettschneider, supra note 127, at 638.
（199） 　See Michael Dorf, Same-Sex Marriage, Second-Class Citizenship, and Law's Social 
Meanings, 97 VA. L. REV. 1267 (2011).
（200） 　See Brettschneider, supra note 127, at 638; Dorf, id. at 1277. 
（201） 　禁止的政府言論の問題についてはDorfの業績以外にもいくつか蓄積が存在しており、
そのような議論と Brettschneiderの議論との関係については重要な問題であるが、この
点についても今後の課題としたい。 See e.g., Helen Norton, The Equal Protection 
Implications of Government's Hateful Speech, 54 WM. & MARY L. REV. 159 (2012). また、邦
語文献としては横大道・前掲注（31）284 － 299 頁において政府言論に対する憲法上
の制約について論じられている。
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自由かつ平等な市民としての地位の理念に反する見解を批判及びその見解を
改めるように説得することを市民と国家に要求する「民主的説得」を提案し
ている。彼は、民主的説得の正統性を基礎づけるにあたって政府言論の法理
を用いており、まず見解中立性の法理を自由かつ平等な市民としての地位の
理念に基づく価値基底的なものとして再定義する。これによって、見解中立
性の法理は、強制を制限する法理として理解され、非強制的手段には適用さ
れないことが明らかとなった。その上で、彼は、民主的説得に対し、強制を
回避するという「手段に基づく制限」と自由かつ平等な市民としての地位の
理念に反する見解に対してのみ表現的能力を行使することが義務付けられる
という「内容に基づく制限」とを課す。以上が Brettschneiderの提案する価値
民主主義の理論枠組みであり、これによって公的関連性の原理の要請と権利
の尊重の要請とが調和されると彼は主張している。では、次節では、
Brettschneiderが以上の議論をどのような事案に適用しているのかを見ていく
こととする。
